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令 和 ４ 年 ９ 月 １ ３ 日 

文 教 ・ 福 祉 常 任 委 員 会 資 料 

福 祉 こ ど も 部 

教 育 部 

 

 

宇治市の乳幼児期の教育・保育の今後のあり方について 

 

 近年、少子化や核家族化の進行、子育て家庭の孤立化などによる児童虐待の増加、保護者

の就労形態の多様化など、子どもを取り巻く環境が大きく変化している中で、特別な配慮や

支援を必要とする子どもをはじめ、様々な状況にあるすべての子どもたちの育ちと学びを保

障していくことは大変重要です。 

この間、公立幼稚園では平成２２年４月宇治市就学前教育のあり方検討委員会からの「就

学前教育のあり方のまとめ」、さらには平成２９年３月宇治市公立幼稚園検討委員会からの

提言を基に、平成２９年１０月「宇治市公立幼稚園の今後のあり方について」の考え方を示

し、平成３０年度から神明幼稚園、木幡幼稚園で預かり保育を試行実施し、また令和元年度

から東宇治幼稚園で３年保育を試行実施し、令和元年度末で大久保幼稚園を廃園いたしまし

た。加えてその後、令和３年度からは東宇治幼稚園では預かり保育の試行実施を開始してい

ます。 

今年度には、公立就学前施設のあり方も含め検討を行うため、宇治市乳幼児期の教育・保

育のあり方検討委員会を設置しました。検討委員会では、宇治市の乳幼児期の教育・保育を

取り巻く様々な課題について、公立及び私立、民間の就学前施設それぞれが果たすべき役割

を確かめながら議論をいただき、令和４年８月「宇治市の乳幼児期の教育・保育の今後のあ

り方に関する意見書」を受けました。 

 これらを踏まえ、乳幼児期の教育・保育のあり方という広い視野を持ち、引き続きよりよ

い就学前教育・保育を実施するため、今般、宇治市乳幼児期の教育・保育の今後のあり方に

ついて、取りまとめを行いましたのでご報告します。 

 

１．（仮称）宇治市乳幼児教育・保育支援センターの設置 

現在の東宇治幼稚園敷地内に（仮称）宇治市乳幼児教育・保育支援センター（以下「セ

ンター」という。）を設置します。 

 

 （１）設置目的 

    宇治市では、民間保育園・認定こども園、私立幼稚園、公立就学前施設が、それぞ

れ特色を活かした教育・保育を実践しています。しかしながら、各施設の実践が市全

体での共有には至らず、保幼こ小連携や人材育成についても各施設単位での取組とな

っています。 
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施設の類型を越えて全市的に連携・協働し、各施設での取組を共有することで、今

まで以上に保幼こ小連携の取組の推進や人材育成などの、教育・保育の質の向上を図

ることが可能となり、その仕組みづくりとしてセンターを設置します。 

 

 （２）センターの機能 

    施設類型を越えたネットワークを構築し、以下の３つの柱の機能で、すべての子ど

もの育ちを応援します。 

 ①研究・研修 

子どもの状況・課題に対応した研究・研修を企画・実施し、人材育成や教育・保

育の質の確保・向上を図ります。 

②保幼こ小連携 

乳幼児期の教育・保育から小学校教育へ「つながりを意識したカリキュラム」

をすべての就学前施設と小学校が共有し、顔の見える関係づくりを推進します。 

③発達・子育ちの支援 

特別な配慮や支援が必要な子どもの課題の共有や、就学前施設への訪問支援、

療育施設や専門機関等との連携による切れ目のない支援につながる体制を構築し

ます。 

 

２．公立就学前施設の取組 

乳幼児期は子どもたちの生涯にわたる人間形成の基礎が培われる極めて重要な時期で

あり、公立就学前施設において以下のとおり乳幼児期の教育・保育の充実に取り組みま

す。 

 

（１）公立保育所の取組 

少子化の進行や人口減少により市内の乳幼児数が減少していますが、公立保育所の

充足率は９０．６％（令和４年４月１日現在）と高い状態が続いており、今後も一定

の保護者ニーズが見込まれます。 

今後公立保育所においては、基本となる教育・保育の実践による質の確保・向上の

推進に向けて、センター、民間保育園・認定こども園、私立幼稚園、公立幼稚園と連

携、協働して取り組むとともに、特別な配慮や支援が必要な子などへのセーフティー

ネットを担う仕組みづくりに取り組みます。 

 

（２）公立幼稚園の取組 

 公立幼稚園においては、基本的な幼児教育・保育の実践と特別な配慮を必要とする

子どもを支援する役割を果たし、子どもの育ちや学びを保障するとともに、教育上望

ましい集団生活が行えるよう環境を整えることが重要です。そのため、宇治市全体の

教育・保育の見込量、需給調整の状況等を踏まえた適正規模を維持するため、現行の

３園体制を見直すこととします。 
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さらに、保護者の就労形態の多様化に伴うニーズや「宇治市の乳幼児期の教育・保

育の今後のあり方に関する意見書」を踏まえ、センターと連携した幼稚園を新たに 1

園整備することとします。 

 

  ①統合の考え方 

   平成２９年３月「宇治市公立幼稚園検討委員会」からの提言書における公立幼稚園の

適正規模・適正配置の考え方※１、及び令和４年８月「宇治市乳幼児期の教育・保育の

あり方検討委員会」からの意見書における宇治市の公立施設における取組※２に基づき、

総合的に判断し統合します。 

 

 

   

 

    

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ②統合後 

   東宇治幼稚園の敷地に統合した新たな幼稚園を設置します。 

 

  ③１園体制に統合する理由 

   次の「ア～オ」の内容を総合的に勘案し統合します。 

※１ 平成２９年３月「宇治市公立幼稚園検討委員会」からの提言書の公立幼稚園 

の適正規模・適正配置の考え方 

（適正規模） 

  現状宇治市の公立幼稚園で実施されている４・５歳児の保育における１学級当たり

の適正規模としては、２０人～３０人が理想と考えるが、保育所ニーズの増加や少子

化等の影響により、どうしても確保が難しい場合でも、子どもの成長・発達を考えた場

合、１学級定員の半数の概ね１０～１５人程度は必要と考える。 

（適正配置） 

  教育上望ましい集団生活が行えるよう環境を整備することが重要である。また、私

立幼稚園や保育所、認定こども園などの配置状況、市内の就学前児童の人口動向、地域

的なバランス、将来的な幼保連携型認定こども園への展開、施設の状況、保護者ニーズ

などを総合的に判断し検討していく必要がある。 

※２ 令和４年８月「宇治市乳幼児期の教育・保育のあり方検討委員会」からの意見書 

の宇治市の公立施設における取組 

（宇治市の公立施設における取組） 

  基本となる教育・保育を実践することにより、市域全体の乳幼児期の教育・保育の質

を確保・向上させる取組を推進していくとともに、宇治市全体の教育・保育の見込量、

需給調整の状況等を踏まえ、公立就学前施設の適正規模を維持すること。 
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ア．公立幼稚園は、教育基本法や学校教育法、幼稚園教育要領に基づく教育・保育を

実践する。教育委員会がその実践を通して、就学前教育や子どもの状況を把握し、

保幼こ小連携の推進等に努めることは、将来に渡る子どもの健やかな成長にとっ

て大変重要であることから、公立幼稚園１園は必要である。 

 

イ．教育上望ましい集団生活を行うことができるように、環境を整備することが重要

であり、私立幼稚園や民間保育園、認定こども園などの配置状況、市内の就学前

児童の人口動向を見極める必要がある。 

 

ウ．公立幼稚園の園児数は、平成２７年度は４園で１６６名、令和２年度は３園で１

１２名、令和４年度は３園で７５名と推移しており、とりわけ令和４年度の園児

数の状況としては、神明幼稚園は１０名、木幡幼稚園は１２名と減少傾向です。

一定のニーズがある中、公立幼稚園としての意義・役割はあるものの、市全体の

就学前人口から見ると少数である。公共交通機関の駅近くに位置し、今後駐車場

の拡幅整備の可能性がある東宇治幼稚園敷地に３園を統合することで、３園がこ

れまで培ってきた教育・研究の積み上げを１園に結集させ、集団教育・保育の適

正規模の確保に繋げる。 

 

エ．園児数、充足率の状況 

（令和４年５月） 

 ①定員数 ②園児数 ③充足率（①／②） 

神明幼稚園 １３０名 １０名 ７．７％ 

東宇治幼稚園 １５５名 ５３名 ３４．２％ 

木幡幼稚園 ６５名 １２名 １８．５％ 

計 ３５０名 ７５名 ２１．４％ 

 

オ．令和４年度の４歳児の人数は、神明幼稚園が３名、木幡幼稚園が７名であり、就

学前教育を行う場合の理想とする適正規模２０人～３０人、確保が難しい場合で

も１学級定員の半数の概ね１０人～１５人程度を下回っていること。 

 

④新たな幼稚園について 

   ア．統合後の幼稚園は３年保育を実施し、定員は全体で１００～１２０名を想定 

イ．水曜日午後保育の早期実施（開始時期の検討） 

   ウ．預かり保育事業の拡充（開始時期・内容の検討） 

   エ．給食提供（開始時期・内容の検討） 

   オ．（仮称）宇治市乳幼児教育・保育支援センターとの連携 



 

5 
 

 

３．公立就学前施設の将来の方向性 

今後、公立就学前施設とセンターが市全体の就学前教育の充実及び質の確保・向上に向

けて役割を果たせるよう、国や京都府の動向を見極めながら、認定こども園化等も含め、

引き続き連携調整を図りながら、公立就学前施設のあり方について検討を行います。 

 

 

４．今後のスケジュール（予定） 

 

 令和４年度     ・９月１５日 募集要項配布（公立幼稚園） 

（詳細は市ホームページでお知らせ） 

           ・１０月３日 申込受付 

               ４日 同上 

 

  令和５年度     ・令和６年度神明幼稚園、木幡幼稚園４歳児の募集停止 

            ・就学前施設が連携、協働した研修、研究の開始 

 

  令和６年度     ・神明幼稚園、木幡幼稚園５歳児のみの通園 

            ・神明幼稚園、東宇治幼稚園、木幡幼稚園は令和７年４月から１

園に統合（場所：現東宇治幼稚園） 

 

  令和７年度     ・１園体制の開始（場所：現東宇治幼稚園） 

 



 別 紙  

（仮称）宇治市乳幼児教育・保育支援センターについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇民間保育園・認定こども園、私立幼稚園、公立就学前施設（保育所・幼稚園）が施設類型を越えて

子どもたちの状況や課題を共有し、連携・協働して研究・研修を行うことで、教育・保育の質の向上及

び人材育成を図るとともに、各施設間、家庭・地域との連携を推進し、子育ちや家庭・地域の教育・保

育力の確保・向上を支援する。 

〇保幼こ小連携、療育施設等との連携を推進することにより、就学前施設で培った「力」を発揮できるよう

支援し、子ども一人ひとりの特性に合わせた成長を促していく。 

目 

的 
（仮称）宇治市乳幼児教育・保育支援センター 

 
施設類型を越えたネットワークの構築 

（民間保育園・認定こども園、私立幼稚園、公立就学前施設、小学校、療育施設） 

 

概 

要 

保幼こ小連携 

〇行事の連携など顔の見える 

関係づくり 

〇育ちと学びをつなぐための 

カリキュラムの連携 

〇要配慮児の課題の共有 

研究・研修 

〇子どもたちの状況、課題に対応 

した研究、研修の企画・実施 

〇施設類型を越えた研究・研修・ 

交流の実施 

発達・子育ちの支援 

〇要配慮児の課題の共有 

〇園訪問支援 

〇府の専門機関、 

医療機関等との連携 

施設類型を越えて、共に研究・研修し学び協働して取り組むことが、宇治市全体の乳幼児教育・保育の

質の確保・向上につながる。 

 
セ ン タ ー で 取 り 組 む ３ つ の 柱 

 

取
組
と
ね
ら
い 

①乳幼児期の教育・保育から小学校教育へ 

「つながりを意識したカリキュラム」の共有化 

架け橋期の子どもの育ちを見る視点を、すべての 

就学前施設・小学校で共有 

②特別な配慮を要する子どもへの切れ目ない

支援につながる体制の構築 

  子どもの成長・発達に応じ「ちょっと気になる」 

場合に、療育施設等との連携した就学前施設 

への支援 

子
ど
も
の
健
や
か
な
成
長 

子どもの「不安」を 

「安心と意欲」に 

親の「不安」を 

「安心と期待」に 

育ちのビジョンを共有 

 


